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　衆議院議員伊藤達也の活動報告 2004.10月号

　　　　　　　　　　　　　　　金融担当大臣に就任しました

　２つ目は、地域経済の活性化や中小企業の再生が経済構造改革の重要な課題となる中、金融面から地域

金融機関の体質強化などを通じ、地域・中小企業金融の円滑化に取り組むこと、

　３つ目は、国際的にも最高水準の金融機能が利用者のニーズに応じて提供されるように金融行政を進め

ることです。この総理の指示をふまえ、構造改革を強固に支える金融システム構築のために、全力を尽く

してまいります。

　特に今、地域の活性化、中小企業の再生は極めて重要な課題です。金融と産業政策、中小企業政策がよ

り一層緊密に連携して、しっかり課題に応えていきたいと思っております。

　今後とも、引き続きご指導ご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　内閣府特命担当大臣（金融担当）　衆議院議員　　伊藤　達也
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1961年7月6日生まれ 現在43歳
1980年　　調布市立第1小、調布中学校を経て
　　　 　慶應義塾高等学校を卒業
1984年　　慶應義塾大学法学部法律学科卒業
　〃　　（財）松下政経塾入塾（第５期生）
1987年　　米国加州立大学大学院行政学部客員研究員

1993年　　衆議院議員（以来、連続４期当選）
2000年　　通商産業政務次官
　〃　　　自由民主党　経済産業部会長
2001年　　衆議院　経済産業委員会理事
　〃　　　自由民主党　e-Japan重点計画特命委員会事務局長
2002年　　内閣府副大臣（金融担当）
2003年　　内閣府副大臣（金融および経済財政政策担当）
2004年　　内閣府特命担当大臣（金融担当）

　第２次小泉改造内閣発足にあたり、金融担当の内

閣府特命大臣を拝命いたしました。

　これまでご支援いただいた皆様方のご厚情の賜と、

心より感謝申し上げます。

　この２年間、竹中平蔵大臣のもとで経済財政政策

とともに金融担当の副大臣を務め、改革に取り組ん

でまいりました。この路線を引き継ぎ、金融改革を

さらに加速、強化してまいりたいと思います｡

　金融担当大臣を拝命するにあたり、総理から３つ

の指示がございました。

　１つ目は「金融再生プログラム」に基づき不良債

権問題を正常化し、ペイオフ解禁拡大を予定通り実

施していくため、金融システムの安定・強化に引き

続き取り組むこと、　　



TV東京ワールドビジネスサテライト生出演

　10月6日、ＴＶ東京「ワールドビジネスサ
テライト」に大臣就任後はじめてテレビ番
組に生出演し、今後の金融行政のあり方や
課題等についてインタビューにお答えしま
した｡

　

全国キャラバン金融講座

2004年10月25日号
「編集長インタビュー　伊藤達也金融担当相
　　　　　　　利用者本位の金融へ
　産業の血液としての金融への原点回帰が持論」

【抜粋】中小企業政策からＩＴやバイオに至る様
々な産業政策に携わる中で、産業を活性化し競争
力を高めていくためには、金融が非常に重要だと
感じたわけです。（中略）
　ビジネスの中身、経営者の資質や、やる気とい
うものを見ていくことに､もう少し金融機関として
の経営資源を投入して､評価能力が充実していけば、
日本の中で新しい動きはもっともっと起きるよう
　　　　　　　　　　　　　　　　な気がします。

　

2004.10.30日号
　　　「利用者重視の視点で金融改革を推進
　　　年内に『金融重点強化プログラム』策定」

大臣としての抱負の一端を述べました。

　今後の金融改革のポイントは２つ。
　まず不良債権問題を正常化させ､来年４月のペイ
オフ解禁拡大を実施できるように、金融システム
の安定強化に取り組む。
　もう１つは不良債権問題が正常化された後もガ
　　　　　　　　　　　バナンスを徹底させるこ
　　　　　　　　　　　とだ｡国際的にも最高水
　　　　　　　　　　　準の金融機能を利用者ニ
　　　　　　　　　　　ーズに応じて提供できる
　　　　　　　　　　　金融システムを作りあげ
　　　　　　　　　　　たい。
　　　　　　　　　　　　また、地域の経済活性
　　　　　　　　　　　化、中小企業再生にしっ
　　　　　　　　　　　かり貢献できる金融機能
　　　　　　　　　　　の強化、地域金融の確立
　　　　　　　　　　　に向けた施策にも
　　　　　　　　　　　挑戦する。

　10月23日は、第1回全国キャラバン金融講座（金融広報中央委員
会主催）で、金融行政の視点からみたペイオフ解禁拡大と自己責
任について話をさせていただきました。
　当日は、久しぶりに晴れた土曜日の午後にもかかわらず、会場
には、多くの人にお集まりいただき、熱心に話を聞いていただき
ました。質疑応答の時間では、会場の皆様からはたくさん手が挙
がり関心の高さを改めて認識しました。
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